
令和7年度「教員免許特例法による介護等体験」実施要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人 群馬県社会福祉協議会
１　趣旨
　教員が個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する意識を深めることの重要性にかんがみ、教員の資質向上及び学校教育の一層の充実を図る観点から、小学校及び中学校の教諭の普通免許状取得希望者に、社会福祉施設や老人保健施設等（以下「社会福祉施設等」という）での介護等体験を行わせる措置を講ずることになったため、群馬県内の社会福祉施設等での受入調整を群馬県社会福祉協議会（以下「県社協」という）が行うことにより、介護等体験の円滑な推進を図ろうとするものである。
２　制度の対象者
　小学校及び中学校の教諭の普通免許状を取得しようとする者
３　介護等体験の内容
　　体験内容は以下のような内容で介護の基礎的・入門的な活動を中心とする。

(1) 高齢者、障害者、児童（以下「利用者」という）に対する介護・介助の補助
(2) 利用者の話し相手、散歩の付き添い等の交流体験、作業支援活動の補助
(3) レクリエーション、運動会等の受入施設が主催する行事の業務補助
(4) その他、掃除や洗濯のように利用者と接しなくても、受入施設の職員に必要とされる業務の補助
４　介護等体験の実施期間
(1) 期間　令和7年6月2日～令和8年2月23日まで
(2) 日数　原則として月曜日～金曜日までの連続した5日間
(3) 時間　１日あたりおおむね5～6時間程度
５　実施主体
　　社会福祉法人群馬県社会福祉協議会
　　※特別支援学校を除く社会福祉施設等（以下「受入施設」という）での受入調整事業
６　大学の主な業務
(1) 学生からの受付

〇大学は、介護等体験希望の学生から『介護等体験申込書（学生用）』（様式②-2）を受理し、内容を確認するとともに、体験費用の徴収を行う。
○学生からの希望日を取りまとめは、『週間コード表』（別表①）を参照の上、5日間を連続とし、特定の期間に希望日が集中することのないよう調整をする。
(2) 県社協への申し込み
〇各様式は県社協ホームページからダウンロードする。
〇システムへの入力に伴い、申込みについては県社協ホームページに掲載の『介護等体験申込書（Exce入力シート）』（様式②-1）の各項目へ入力し、メールにて提出する。
○『介護等体験申込書（Exce入力シート）』（様式②-1）は、個人情報保護の観点より、当会よりパスワードをかけているため、入力にあたりパスワードを事前に当会へ問い合わせることとする。パスワードは、大学等から頂いたメールへの返信、または郵送で大学等担当者へ通知を行う。
〇大学は、以下の必要書類を介護等体験の開始希望月の2ヶ月前までに、県社協に希望する学生全員を一括して申し込むものとする。
　　　　ア　『介護等体験申込総括書』（様式①）
　　　　イ　『介護等体験申込書（Excel入力シート）』（様式②-1）
〇大学は申込の後、最初の学生の体験実施希望日までを目安に（概ね受入決定通知書が届いてから１ケ月以内）、介護等体験費用を県社協指定口座に一括して払い込む。
(3) 学生への事前指導
〇大学は、学生にオリエンテーション等を通じ、受入施設等の都合や、学生の希望時期・希望地域の集中等により希望どおりにならない場合があることを予め説明し理解を得る。
○県社協からの通知による『介護等体験受入決定通知書』（様式⑤）にて受入施設の決定後、体験開始日の２週間前までに必ず当該受入施設に連絡し、以下の書類を事前に提出し打合せを行うよう指導する。
　　　ア　『学生個人票』（様式③）
　　　イ　『当該年度の健康診断書』（学内診断書可）
○学生には、体験時に実習記録用の実習ノートを各自持参させる。
○受入施設の決定後、変更や取り消し、欠席がないよう十分に指導する。
○大学でのオリエンテーションの実施状況と大学側担当者名を、受入決定通知後に、大学から受入施設へ『介護等体験事前指導等の報告について』（参考②）を参考に事前報告をする。
○同一施設において、同月内に複数の学生が体験予定の場合、施設の介護等体験担当者の負担軽減のため、施設担当者が行う体験実施前の事前オリエンテーションを、同大学の学生に対して、全員まとめて同日に行うことも可能とする。
(4) 事故への対応について
〇介護等体験の実施に伴い発生する事故（学生自身の事故、対人対物補償等）に備えての保険は、受験者側（大学または学生本人）が加入する。
(5) 「証明書」について
〇体験後、施設に証明していただく『証明書』（様式④）は必ず学生に持参させる。
〇大学等で独自様式の証明書がある場合、そちらを利用しても構わない。
(6) 「証明書」の再発行について
○証明書を紛失した場合、体験実施施設において『証明書』（様式④）の控えがあり、県社協において体験実施施設から提出された『介護等体験終了報告書』（様式⑧）が確認できた場合、再発行に応じる。但し、体験実施施設において再発行が出来ない状況になった場合は、再度、介護等体験を行うことする。
(7) ハラスメント行為について
〇ハラスメント（嫌がらせ）行為は、相手の尊厳を深く傷つけ、人権に関わる問題であるため、体験中にモラル（社会規範や個人の価値観・多様性）を損ねるハラスメント又はハラスメントと思われる事案が発生したときは、速やかに当会まで連絡をする。

７　受入施設の主な業務
(1) 「介護等体験年間受入申込書」の作成
　　〇県社協からの依頼により、『介護等体験年間受入申込書』（様式⑥）と『介護等体験年間受入計画書（週間コード表）』（様式⑦）を作成し、県社協に送付する。
　　○体験費用のお振込口座を登録するため、『介護等体験年間受入申込書』（様式⑥）には、通帳の表紙裏面にカタカナ印字されている名義人名を記入する。加えて、通帳の表紙裏面のコピーを県社協へ送付（メール・FAX・郵送可）する。
(2) 申込について


〇各様式は県社協ホームページからダウンロードする。
〇システムへの入力の都合上、データファイルはPDFに変換せず、
できる限りWord・Excelデータのまま送付する（申込用紙を郵送も可）。
(3) 体験学生の受け入れ準備
　　
〇県社協より『介護等体験受入決定通知書』（様式⑤）が送付された該当施設へ、体験開始日の２週間前までに受入学生から事前連絡が入るため、『介護等体験受入のための全施設共通マニュアル』（参考③）を参考に受入準備を行う。
○同一施設において、同月内に複数の学生が体験予定の場合、施設の介護等体験担当者の負担軽減のため、施設担当者が行う体験実施前の事前オリエンテーションを、同大学の学生に対して、全員まとめて同日に行うことも可能とする。
(4) 体験の内容
　　

〇体験内容は以下のような介護等の基礎的・入門的な活動を中心とする。
· 利用者に対する介護、介助の補助
· 利用者との交流（話し相手）、学習活動や就労・作業支援活動の補助
· 利用者の散歩や外出の付き添いの補助
· レクリエーションや運動会等の行事(受入施設が主催する行事)の補助
· その他、掃除や洗濯など利用者と接しなくても、受入施設の職員に必要とされる業務の補助
(5)  体験の時間

〇1日あたり概ね5～6時間程度とする。
(6) 「証明書」の発行

〇体験を終了した後、受入施設の長は体験を終了したことを証明するため、学生が体験時に提出している『証明書』（様式④）に施設長名等を記入し捺印した上、これを学生に直接発行する。
(7) 「介護等体験終了報告書」の送付
〇介護等体験を終了した後、受入祉施設等の長は『介護等体験終了報告書』（様式⑧）を体験実施月内に県社協に送付する（メール・FAX・郵送可）。
(8) その他の留意事項
〇施設長は、受入学生に対して、体験の初日（もしくは事前）に、施設の社会的な意義、サービス内容、利用者のプライバシーの守秘義務、感染症への対応等についてオリエンテーションを行うこと。
○同月内に、複数の学生が体験予定の場合、施設の介護等体験担当者の負担軽減のため、同月実施の学生をまとめてオリエンテーションションを行うことも可能とする。
〇施設長は、学生の体験に取り組む姿勢や実習態度について、著しく問題がある場合は、大学と相談の上、体験の打ち切り、「証明書」の発行の拒否ができる。
〇施設長は、介護等体験終了後、学生からの証明書の再発行依頼に備えて、以下の文書については保存しておくこと。（５年間の文書保存が望ましい。）　　　　　　
ア　『介護等体験受入決定通知書』（様式⑤）
イ　『介護等体験終了報告書』（様式⑧）
ウ　写『証明書』（様式④）の写し
〇施設長は、受入学生のプライバシーに関する以下の書類については、体験終了後に学生に返却する。
　　　　ア　『学生個人票』（様式③）
　　　　イ　『体験学生の健康診断書』等
〇施設長は、健康診断書の他に「感染症」等の検査が必要な場合には、直接、学生に請求するものとすること。
(9) ハラスメント行為について
〇ハラスメント（嫌がらせ）行為は、相手の尊厳を深く傷つけ、人権に関わる問題であるため、体験中にモラル（社会規範や個人の価値観・多様性）を損ねるハラスメント又はハラスメントと思われる事案が発生したときは、速やかに当会まで連絡をする。

８　県社協の主な業務
(1) 受入施設等への学生の体験受入依頼

〇県社協は、県内の社会福祉施設等に『介護等体験年間受入申込書』（様式⑥）の提出を依頼する。
(2) 体験希望者の受付
〇大学からの『介護等体験申込総括書』（様式①）」と『介護等体験申込書』（様式②-1）の受付
(3) 体験の調整及び通知事務
〇大学からの『介護等体験申込書』（様式②-1）と、社会福祉施設等からの『介護等体験年間受入申込書』（様式⑥）をもとに調整を行い、調整結果を大学と該当受入施設に対し、『介護等体験受入決定通知書』（様式⑤）により通知する。
〇決定した調整結果は、やむを得ない理由が生じた場合を除いて、原則として変更に応じないものとする。
(4) 　受入施設等へ体験協力費の支払い
〇介護等体験の受入施設等から提出された『介護等体験終了報告書』（様式⑧）をもとに、学生1人につき1日1,000円を該当施設が指定する送金口座に一括して振り込む。
９　体験に伴う費用
(1) 介護等体験費用
〇介護等体験に要する費用は、予め大学において学生から徴収し、申し込み時に県社協の指定する送金口座に一括して払い込むものとする。
〇県社協に支払う体験費用は、学生1人につき1日1,800円（受入施設協力費1,000円＋
県社協調整事務費800円）とする。
(2) その他の費用

〇介護等体験時に受入施設に通う交通費や体験中の昼食代（施設の食事をとる場合も含む）は学生による自己負担とする。
(3) 介護等体験辞退の場合

〇一旦納入された体験費用は、理由の如何を問わず返金しない。
１０　体験の辞退や期日変更について
(1) 基本的な方針


○決定通知後の辞退及び変更は、原則として認めない。但し、病気や事故等やむを得ない事由が発生した場合は、次のとおりとする。
(2) 辞退
〇辞退する場合は、辞退を申し出る側が速やかに相手方及び県社協に電話連絡をする。相手方の了解を得た後、辞退を申し出る側が『介護等体験（辞退・変更）届書』（様式⑨）を相手方に提出し、同様に申し出側がその写しを県社協に提出する。
〇辞退者が学生の場合、届書の提出は大学が行う。
(3) 期日変更
〇体験日前に予定の日程で体験できないことがわかった場合、速やかに変更を申し出る側が相手側に電話連絡する。
〇日程の再調整を行い、施設・大学・学生の三者が了解した後、変更の申し出側が相手側へ『介護等体験（辞退・変更）届書』（様式⑨）を提出、同様に申し出側がその写しを県社協へ提出する。
〇辞退者が学生の場合、届書の提出は大学が行う。
〇学生が当日の急病等で体験できなくなった場合、学生本人から受入施設と大学に連絡する。
〇体調の回復後に、学生と受入施設間で日程の再調整を行い、施設・大学・学生の三者が了解した後、大学が『介護等体験（辞退・変更）届書』（様式⑨）を施設等へ提出、同様に大学がその写しを県社協に提出する。
　　


大学関係者様へ


近年、体験学生が施設へ体験日2週間前までに行うべき「事前連絡」や、体験日そのものを失念してしまう事例が僅かですが見受けられます。また、事前連絡が体験日の直前であったり、事前連絡を行わない場合は、施設側が体験学生の安全面に配慮することができないため、体験受入自体を中止することもやむを得ません。


「介護等体験」に取り組む姿勢について、貴学の体験学生におけるご指導の徹底を、何卒、宜しくお願い申し上げます。




















施設関係者様へ


体験予定の学生から、体験日近くになっても介護等体験ご担当者様へ事前連絡が無いような場合、もしお気付きになりましたら、県社協宛にご一報くださいますと幸いです。介護等体験担当より大学へ状況確認を行います。


お手数ではございますが、スムーズな体験開始に向け、お力添えくださいますよう何卒、宜しくお願い申し上げます。
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